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3－1．明治大学における免許更新講習の実施
教育職員免許状更新講習委員会専門部会長
　　　　　　　　　　　　佐　藤　英　二
1）講習の準備と実施
　①　更新講習WG発足前
　2007年6月の教育職員免許法改正で教員免許状の更新制が法制化され，本学では，7月に教
職課程内の役割分担として佐藤が更新講習を担当することが決まった。しかし，翌2008年5月
の更新講習WG発足まで，特に講習の準備に関する組織立った対応は行われなかった。2008
年度には文部科学省の補助金を得て予備講習を実施する大学もあったが，本学は予備講習を行
っていない。2007年度は教員養成GP（「授業デザイン力形成支援プロジェクト」）の最終年度
に当たっていたため，教職課程の教員のマンパワーを予備講習の準備に割けなかったのが主な
理由である。さらに，免許更新制が教員に多大な負担を課す問題の多い制度であったことか
ら，講習の開設にリーダーシップを発揮することは避けたいという消極的抵抗の意味もあっ
た。この時期の活動は，更新制に関する文部科学省の説明会への出席など，情報収集にとどま
る。
　②　更新講習WGの初期の活動～学内組織の整備
　講習の具体的な準備は，2008年5月の更新講習WGの設置から始まる。初期のWGの活動
は更新講習を審議・承認する学内組織の立ち上げに当てられた。もっとも，学内組織の設置を
願い出るためには，更新講習について一定程度具体的なイメージを打ち出す必要があった。そ
こで，本学の講習の趣旨，募集人数，カリキュラム，開催日程など，講習の大枠が議論され
た。以下では，WGの会議録によって，2009年度の講習の大枠が作られる過程を再構成した
い。
　第1回打ち合わせは，教職課程の高橋特任教授，高野教授，伊藤准教授，佐藤と，資格課程
グループ（現資格課程事務室）の吉井課員，西河内課員の6名で5月12日に行われた。記録に
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よれば，この時，私学教育研究所と連携して講習を開設する案や，更新講習に関して中学校等
と連携協力関係を結ぶ案，あるいは連続8日間で受講生IOO人を受け入れる案が検討された。
最後の案は，必修領域に2日をあて，残る6日間（各日とも1日1クラス編成）に選択領域の
6クラスを配置する案であった。私学教育研究所は現職教育の有力な機関であり，連携協力校
は現在なお教職課程の教員に求められていることから考えると，着想はポイントを突いていた
が，いまだ講習の具体像が見えない中で議論が拡散していたことも否めない。
　第2回の打ち合わせ（5月19日）では，重要な点が2つあった。一つは，WGにエクステ
ンショングループ（現社会連携事務室）の方が加わったことである。これは，エクステソショ
ングループがリバティアカデミーを運営し，学外者の受け入れ業務の経験があるため，更新講
習の実施において一定の役割を担っていただけるとの期待による。もう一点は，この時，資格
課程委員会から独立した学内組織の必要が提起された点である。
　当初の連続8日（1日1クラス）開講案に代わって，連続5日（1日複数クラス）開講案が
提案されたのは，第3回の打ち合わせ（5月26日）においてであった。受講者にとって，講習
が週日の5日間に収まっている方が都合が良いという判断による。さらに，第3回打ち合わせ
では，更新講習に関する学内組織の設置準備のため，講習を開設する起案文書の必要が確認さ
れた。会議録によると，その起案「文書については，①卒業生に対する責任　②望ましい現職
教育のあり方の検討　という2点から更新講習を実施することを明記する。また，更新講習の
制度そのものに対する批判的なスタソスについても示しておきたい。」とある。「①卒業生に対
する責任」と「②望ましい現職教育のあり方の検討」の2点は，本学の講習の趣旨を簡略に示
している。
　そして第4回打ち合わせ（6月2日）では，高橋特任教授から選択領域を扱う3日間のクラ
ス編成が提案された。このとき，初日を教科教育の内容，2日目を教科の枠を超えた内容，3
日目をリパティアカデミーの開講科目を想定した内容を扱うこととなった。その後，2日目の
「教科の枠を超えた内容」がカウソセリソグに関する内容に整理され，3日目が各学部の教員
が最新の学問動向を講義する日と位置づけられて，今日に至っている。
　また，この時，「明治大学教育職員免許状更新講習運営委員会規程（案）」が検討された。
「規程（案）」は，次回の打ち合わせで「要綱」に改められ，第6回打ち合わせで若干の修正が
なされた上で承認された。次節に現行の「明治大学教育職員免許状更新講習委員会要綱」を載
せている。本学では，これに基づいて，更新講習の実施を文部科学省に申請する場合や，受講
者の講習の修了を証明する場合，更新講習委員会の承認を経ることになっている。なお，WG
の打ち合わせの過程で，受講料などの会計に関する事項が社会連携事務室の専権事項であるこ
とが確認され，その点は第1回更新講習委員会でも確認された。‘
　さて，第5回打ち合わせ（6月9日）では，講習開設の起案文書である「教育職員免許状更
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新講習の実施について（お願い）」が検討され，そこで受講生の募集人数を200人とする案が出
された。これは，一都四県の同窓教員（中学校・高等学校1800名）と付属3校の教員（260名）
の計2060名の10分の1弱（現職教員は10年に1度受講）を受け入れられる規模として算出され
た。本学が更新講習を開設した最優先事項は「卒業生に対する責任」であったから，この数字
は十分高い安全率を見込んだ数字と言って良い。
　その後，第6回打ち合わせ（6月23日）で同窓の教員や付属校の教員の受講申し込みを優先
的に受け付ける案が承認され，第7回打ち合わせ（7月7日）で修了認定試験の方法が検討さ
れた。試験に関しては，点数やグレード（A，B…）を付けるかどうか，評価基準に関する明
確な説明を講習担当者に事前に求めるかどうか，白紙答案の扱いをどうするかといった点につ
いて議論が続いた。結局第8回打ち合わせ（7月24日）で，評価は「認定」と「不認定」の2
段階で構わないという点でコンセソサスが作られたものの，評価の具体的方法の確定は保留さ
れた。
　③講習の申請に向けて
　更新講習に関する学内組織の設置準備が整った後，文部科学省に提出する講習の申請書類の
作成が次の課題となった。WGの教員に課せられたのは，講習の担当者探しであった。担当
者を選ぶにあたっては，WGの教員と直接面識のある学内・学外の専門家にお願いする方針
が取られた。免許更新制の導入の経緯，修了認定試験の持つ社会的重要性，および本学の講習
の趣旨を理解していただける方に，講習をお願いしたいと考えたからである。講師の内諾を得
た方には，引き続き講習のタイトル，概要等の提出をお願いした。講習の申請書類を作成する
ためである。そして，12月に第1回更新講習委員会が開催され，講習の募集定員や実施時期，
開講クラス，担当者など，受講料を除く申請書類の事項のすべてが承認された1。そして，こ
の時WGは更新講習委員会に置かれた専門部会に改称した。
　④広報活動から受講申し込み受付まで
　文部科学省への更新講習の申請が1月14日にとどこおりなく行われた後，専門部会（旧
WG）の活動の中心は広報活動に移った。広報活動として当初想定していたのは，パンフレッ
トの作成とホームページの公開であった。パンフレット作りは予想以上に難航した。募集方法
の詳細を詰める必要があったからである。本学関係者を優先的に受け付けることは決まってい
たものの，「本学関係者」の定義や本学関係者であることを証明する方法は未確定であった。
　また講習に関する本学のスタンスをパンフレットに積極的に打ち出すかどうかという点に関
して，専門部会の教員は，あまり明確な態度を取っていなかった。大学が行う講習であるか
ら，キャッチコピーで人目を引くのはどうかという思いと，それでも魅力のある講習であるこ
6
とを伝えるべきだという思いが半ばしていたものと思われる。
　そのような折，社会連携事務室の方の依頼で，佐藤が講習の受付事務を担当される方々に講
習に関して説明する機会を得た。その際に，講習について知らない方に本学の講習の意義と願
いを伝える必要に迫られ，講習のスタンスを言葉にすることとなった。「2学期の授業が待ち
遠しくなる講習，悩んでいる生徒に声をかける洞察と配慮を学ぶ講習，学校や子どもについて
自分の理解を振り返る機会となる講習」一それがパンフレットに盛り込まれた。
　パンフレットが完成し，受講申し込みを開始し，ホームページも開設したものの，4月当初
の申し込み受付は振るわなかった。伊藤教務部長や社会連携事務室，資格課程事務室の方々に
お世話になり，近隣の学校へのダイレクトメールの発送などの策を取り，90名弱の受講生にお
いでいただくことができた。受講生希望者が予定を下回った理由としては，予備講習を受けた
方が予想以上に多かったことや，5日連続開講方式を取ったことから都合のつかない方がいた
ことが考えられる。
⑤担当者説明会の開催から受講者の修了認定まで
その後の経過を年表風に述べておこう。
6月27日　更新講習担当者説明会（後述）を開催。それに先立って，修了認定試験の様式の確
　　　　定，補講の実施方法，受講生や講師の遅刻・早退などの緊急事態への対応を専門部
　　　　会で検討した。
8月3日～7日　講習実施。台風や交通機関の乱れが心配されたが，杞憂であった。
8月24日　採点表の返送期限。専門部会で緊急の打ち合わせをする事態は発生しなかった。
9月18日　第2回更新講習委員会開催。受講生全員の修了が認定された。
2）本学の講習の特徴
他の大学の講習と比べた場合，本学の講習の特徴といえるのは，次の3点であろう。
　①受講生のコミュニティを作る試み
　免許状更新講習のカリキュラムを考えるに当たって，司書・司書教諭課程の先生方が中心と
なって運営しておられる司書講習が参考となった。ここでは，1ヶ月以上にわたる講習を経た
後，受講生が学びあうコミュニティが自然にできあがっているという。更新講習は5日間とい
うささやかな講習であるが，お互い知らない人が教室に集まっては別れていくものではなく，
受講生の間に，何らかの夢を共有する持続的な関係を作ることはできないかと考えた。
　そのために本学が考えた方法は，5日間セットでの受講のみ受け付ける「5日セット方式」
7
の採用である。さらに，本学の場合，受講生は，大学図書館の利用ないし図書の割引購入の便
宜を受けることとなっている2。この仕組みは，大学を受講生のコミュニティの広場とし，5
日間という限られた期間の後も学習活動が続く可能性を開いていた。講習の終了後も先生方に
大学に来ていただくことで，学校と大学の双方を活性化することを期待する点で，本学の講習
は，「授業デザイン力形成支援プロジェクト」（教員養成GP）の延長線上にある3。
　さらに，受講生のコミュニティを作る試みとして，昨年発足した明治大学教育会の企画とし
て，昼休みに談話室を開いていただくという配慮を得た。感謝したい。
　②講習を開く側のコミュニティを作る試み
　受講生のコミュニティ作りに先立って取り組まれたのは，講習を行う側を一つのコミュニテ
ィとして作る試みであった。そのコミュニティは，3つの次元で捉えられる。
　第一の次元は，更新講i習WGである。更新講習WGには，教職課程の教員，資格課程の課
員，社会連携事務室の課員がおり，各々固有の経験と価値観を持っていた。さらにいえば，教
員の問や事務職員の間にも，さまざまな意見の違いがありえた。WGの打ち合わせでは，教
員，資格課程の課員，社会連携事務室の課員の三者が教育内容や担当者の人選に関すること，
事務手続きに関すること，受け入れ事務の処理方法に関することをそれぞれ分担するという合
意があり，その分担に基づく担当者の判断は尊重された。しかし，わからないところは率直に
相手に尋ねた上で，対案を検討してもらう手間は省かなかった。異論が噴出して議論の進行が
数週間滞った折などには，スケジュールの進捗を気遣う資格課程の方々をはらはらさせたと思
われるが，本学の講習のあり方についてWG内のイメージを固める上では必要なプロセスで
はなかったかと思う。
　コミュニティの第二の次元は，WGの教員と各クラスの担当者の間である。今回，講習の
担当者を探すに当たっては，各学部に人数を割り当てるなどの形式的な方法を取らず，WG
の教員あるいは教職課程の教員が直接知っている方にお願いする方法を取った。本学の講習の
コンセプトを共有したいと考えたからである。例えば，選択領域の3日目（教科教育）では，
村岡教授，高野教授，佐藤が手分けをして各教科の授業作りを扱っていただく方を探し，4日
目（カウンセリング関連）は伊藤准教授が，5日目（学問の最新領域）は高野教授，齋藤教授，
佐藤がそれぞれの領域の専門家に講習の趣旨をご説明して，担当をお願いした。5日目の講師
をお願いする際に佐藤が書いた文章（10月23日メール）では，「さまさまな論争を通して知が
作られていく，そして作り変えられていく現場に学校の先生方を巻き込むことを通して，生徒
の学びを活性化することを目指して」いると，講習の趣旨が述べられている。
　そしてコミュニティの第三の次元は，1日のクラスを担当する講師の間のコミュニティであ
る。例えばクラスが複数の教員で担当されている場合，個々の担当者がWGの教員と個別に
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パイプを持つだけでなく，担当者相互がお互いの講習の内容や教育観，学問観を共有すること
が必要であった。さらに言えば，30人にもわたる担当者全員や事務担当の方々が質の高い講習
を作るという夢を共有し，経験を交流することが，講習の質をさらに高め，最終的には本学の
講習を免許更新制という制度の枠からずらしていくことにつながると考えられた。
　そこで，6月に更新講習担当者説明会を行った。パソフレットに「講習に先立って講師が授
業の方法や目的を交流する機会を持つ」と述べていた機会がこれである。説明会は，伊藤教務
部長の開会の挨拶に続き，説明会（90分），教師教育事例検討会（30分），情報交換会（120分）
で構成されていた。
　説明会の主な内容は，参加者自己紹介，講習の趣旨説明（免許更新制について，本学の講習
の特徴），評価の進め方について，事後アソケートについて，事務手続き及び緊急事態対応で
あった。免許更新制がさまさまな問題を持っていること，およびその制度の枠を守りながら
も，本学が新たな試みをしようとしていることを，担当者の方々にお話しした。また，講習の
評価に関しては，評価が不適格教員の排除を目的とするものではないことを文部科学省の見解
に沿って説明するとともに，本学の評価の様式や採点の手順を説明した。評価は，専門部会内
で慎重に議論した上で，この講習を通して学んだことは何ですかといった自由記述式の論文試
験で行うこととし，不認定の評価がなされた場合，担当の教員と専門部会の教員が協議をする
といった手続きを準備した。
　教師教育事例検討会は，大学の内外で養成教育や現職教育に携わっておられる講師の方々に
ご自身の経験を語っていただく場として設定した。分科会として，教育学・臨床心理学関係と
教科教育関係の2つを設定し，それぞれ専門部会の教員がコーディネーターを担当した。佐藤
が参加した教科教育の分科会では，小学校や中学校の長い教職経験を経た先生方から，ご自身
の教師としての成長の軌跡を聞かせていただく機会があった。興味深いお話は，その後，アカ
デミーコモンの1Fで行われた情報交換会にも引き継がれ，そこでは農学部の先生から，体を
通して生態学を学ぶために井の頭公園のサル山に学生を連れて行くお話など，興味深いお話を
伺った。
　講習を開く側を一つのコミュニティにする試みは，前述した受付事務担当者への説明会にお
いても具体化された。そこでは，講習の内容について問合せをされるのは現職の先生方であっ
て，その先生方の向こうには1クラスで40人，5クラス担当であれば200人の子どもたちがい
ますというお話をした。
③カリキュラムの質を改善するサイクルの構築
　本学の講習の第三の特徴は，カリキュラムの質を改善する仕組みを持っている点であった。
その仕組みは，大学独自のアソケート，反省会，および講習の年次報告書の3点である。反省
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会は，講習の最終日に簡単に行ったうえ，9月11日に文書に基づいて行った。佐藤自身の反省
点は6；に譲るとして，資格課程事務室および社会連携事務室の方々からいただいた反省点のメ
モには，事前アンケートの充実や出欠管理の方法，教室の確保など，各点にわたって詳細な分
析が加えられている。そして，年次報告書はこのレポートである。
1前述の通り，受講料は更新講習委員会の審議事項ではなかった。
2これは，本来リバティアカデミーを扱う社会連携事務室が本学の講習の受付事務を担当することから派
生したサービスであったが，受講生に大学図書館の利用の便宜を図ることの意義と可能性は，ただちに
WGの教員に理解された。
3「授業デザイン力形成支援プロジェクト」の最終報告書はまだ残部がありますので，ご希望の方は佐藤
　（eijisato＠kisc．meijLac．jp）までご連絡ください。
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